
 

 

 

 

 
 

県内市町の平成29年度決算見込み(普通会計)及び健全化指標等 

 

１ 決算規模 

  平成29年度の県内市町（29市12町）の決算規模は、前年度に比べ、歳入では、交付金及び国庫支

出金の増加等により、657 億円の増(＋2.7%）、歳出では、人件費及び扶助費の増加等により、724 億

円の増(＋3.0%）となった。 

   歳 入 ２兆5,044億円（対前年度比＋657億円、＋2.7%） 

   歳 出 ２兆4,642億円（対前年度比＋724億円、＋3.0%）  
２ 決算収支 

  実質収支は、交付金や国庫支出金の増加により黒字幅が拡大したものの、実質単年度収支は、基金

取崩しや扶助費の増により全体では赤字になっている。 

（１）実質収支：258億円の黒字（対前年度比＋６億円） 

  ・昭和52年度以来、41年連続黒字 

  ・全団体で黒字（最大：姫路市（57.4億円）、最小：多可町（0.17億円）） 

（２）実質単年度収支：84億円の赤字（対前年度比▲146億円） 

  ・21団体黒字（最大：神戸市（17.4億円））、20団体赤字（最大：豊岡市（▲65.5億円)）  
３ 歳入・歳出の状況等 

（１）歳入決算の内訳                           （単位：億円、％） 

 
   ※ 端数処理により、表内において合計が一致しない場合がある（以下、同じ）。 

増減額 ｃ 増減率

ａ 構成比 ｂ 構成比 ａ－ｂ ｃ÷ｂ×100

9,043 36.1 9,010 36.9 33 0.4

うち市町村民税法人税割 503 2.0 513 2.1 ▲ 10 ▲ 1.9

うち市町村民税所得割 3,126 12.5 3,118 12.8 8 0.3

うち固定資産税 3,882 15.5 3,844 15.8 38 1.0

4,112 16.4 3,980 16.3 131 3.3

地方交付税 3,028 12.1 2,991 12.3 37 1.2

臨時財政対策債 1,084 4.3 990 4.1 94 9.5

1,716 6.9 1,318 5.4 398 30.2

うち地方譲与税 170 0.7 170 0.7 ▲ 1 ▲ 0.6

うち地方消費税交付金 922 3.7 894 3.7 28 3.1

うち株式等譲渡所得割交付金 65 0.3 30 0.1 35 116.7

4,054 16.2 3,849 15.8 206 5.4

1,444 5.8 1,416 5.8 27 1.9

1,451 5.8 1,460 6.0 ▲ 9 ▲ 0.6

3,224 12.9 3,353 13.7 ▲ 129 ▲ 3.8

25,044 100.0 24,387 100.0 657 2.7

一般財源（1～3） 14,871 59.4 14,308 58.7 563 3.9

特定財源（4～8） 10,173 40.6 10,078 41.3 95 0.9

6 地方債（臨財債除く）

7 その他

平成29年度 平成28年度

1 地方税

2 地方交付税等

歳入合計

3 地方譲与税・交付金等

4 国庫支出金

5 県支出金

作成年月日 平成30年９月28日 

作成部局 企画県民部企画財政局市町振興課 



 

① 地方税           9,043億円（対前年度比＋33億円、＋0.4%） 

・企業業績の悪化により市町村民税法人税割の減（▲10 億円、▲1.9％）があるものの、新築家屋

の増による固定資産税の増（＋39億円、＋2.3％）等により増加。 

② 地方交付税等        4,112億円（対前年度比＋131億円、＋3.3%） 

・教職員給与負担事務の県から神戸市への移譲に伴う基準財政需要額の増が、県民税所得割臨時交

付金など基準財政収入額の増を上回ったこと等により増加。 
③ 地方譲与税・交付金等    1,716億円（対前年度比＋398億円、＋30.2%） 

・教職員給与負担事務の県から神戸市への移譲に伴う県民税所得割臨時交付金及び分離課税所得割

交付金の皆増（＋297億円）、株式等譲渡所得割交付金の増（＋35億円）等により増加。 

④ 国庫支出金         4,054億円（対前年度比＋206億円、＋5.4%） 

・教職員給与負担事務の県から神戸市への移譲に伴う義務教育費国庫負担金の皆増（＋160億円）、

児童保護費等負担金の増（＋85億円、＋36.9％）等により増加。 

⑤ 県支出金          1,444億円（対前年度比 ＋27億円、＋1.9%） 

・普通建設事業費支出金の減（▲17億円、▲16.3％）はあるものの、児童保護費等負担金（県負担

分）（＋35億円、＋29.7%）及び障害者自立支援給付費等負担金の増（＋12億円、＋4.7％）等に

より増加。 

⑥ 地方債（臨時財政対策債除く）1,451億円（対前年度比 ▲９億円、▲0.6%） 

・学校教育施設事業債は増加したものの、公共事業等債、一般単独事業債等の減により、９億円の

減少。 

（２）歳出決算の内訳                          （単位：億円、％） 

    

① 義務的経費         １兆3,458億円（対前年度比＋813億円、＋6.4%） 

・公債費の減（▲59億円、▲1.9％）はあるものの、教職員給与負担事務の県から神戸市への移譲

等に伴う人件費の増（＋736 億円、＋19.6％）や、保育士等の処遇改善に伴う子どものための教

育・保育給付費の増等による扶助費の増（＋135億円、＋2.3%）等により増加。 

② 投資的経費          2,845億円（対前年度比▲77億円、▲2.6%） 

・学校施設整備事業などの補助事業が増加（＋33 億円、＋3.1％）しているものの、災害復旧事業

費の減（▲16億円、▲38.7％）や新庁舎や学校給食センターの整備終了などによる単独事業の減

（▲93億円、▲5.4％）により減少。 

③ その他経費          8,340億円（対前年度比▲12億円、▲0.1%） 

・広域ごみ・汚泥処理施設整備の終了に伴う建設負担金の減等により減少。 

 
 

増減額ｃ 増減率

ａ 構成比 ｂ 構成比 （ａ-ｂ） ｃ÷ｂ×100

13,458 54.6 12,645 52.9 813 6.4

4,489 18.2 3,753 15.7 736 19.6

5,952 24.2 5,816 24.3 135 2.3

3,017 12.2 3,076 12.9 ▲ 59 ▲ 1.9

2,845 11.5 2,922 12.2 ▲ 77 ▲ 2.6

2,820 11.4 2,881 12.0 ▲ 61 ▲ 2.1

うち補助事業費 1,084 4.4 1,051 4.4 33 3.1

うち単独事業費 1,623 6.6 1,716 7.2 ▲ 93 ▲ 5.4

その他 114 0.0 115 0.0 ▲ 1 ▲ 0.9

25 0.1 40 0.2 ▲ 16 ▲ 40.0

8,340 33.8 8,351 34.9 ▲ 12 ▲ 0.1

24,642 100.0 23,918 100.0 724 3.0歳出合計

平成28年度

投資的経費

普通建設事業費

災害復旧事業費

その他経費

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

平成29年度



 

（３）基金残高          4,705億円（対前年度比▲２億円、H28末 4,707億円） 

・満期一括償還等により基金残高は、平成17年度以来12年ぶりに減少（▲２億円）している。ま

た、公共施設等の老朽化対策等のため、財政調整基金からその他特定目的基金への振替え（＋101

億円）が行われている。 

 

（４）地方債残高        ２兆8,354億円（対前年度比▲163億円、H28末 ２兆8,517億円） 

・繰上償還の実施等により、償還額が起債額を上回ったため、全体で0.6％減少した。 

・平成11年度（４兆503億円）以降、引き続き減少している。 

 

４ 財政指標等 

（１）経常収支比率        95.1%（対前年度比＋1.1 ﾎﾟｲﾝﾄ、H28 94.0%） 

・地方税等の経常一般財源等は増加（＋630億円、＋4.7％）したものの、人件費や物件費、扶助費等

の経常経費が増加（＋755億円、＋5.9％）し、経常経費の増が経常一般財源の増を上回ったため、

経常収支比率は平均95.1％となり前年度から1.1ポイント悪化した。 
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（２） 健全化判断比率･･･【 別紙１ 】 

  ① 実質赤字比率 

   ○ 実質赤字団体はなし 

  ② 連結実質赤字比率 

   ○ 連結実質赤字団体はなし 

  ③ 実質公債費比率 

   ○ 早期健全化基準（25％以上）の超過団体はなし 

   ○ 地方債許可団体（18％以上）は、引き続き２団体（篠山市、上郡町） 

   ○ 31団体で低下、９団体で上昇（変動なし１団体） 

    ・ 地方債の償還終了に伴う公債費充当一般財源の減等により、31団体で数値が低下した。 

    ・ 一方、合併算定替の縮減による標準財政規模の減等により、９団体で数値が上昇した。 

○ 最高：篠山市（19.1％）、最低：播磨町（▲0.3％） 
 
   実質公債費比率の高い団体の状況                     （単位：％） 

 団体名 
29年度 

Ａ 

28年度 

Ｂ 

増減 

Ａ－Ｂ 
主な増減理由 

1 篠山市 19.1 19.2 ▲0.1 
旧合併特例事業債の一部償還に伴う元利償還金の減（▲

7.2億円） 

2 上郡町 18.5 18.7 ▲0.2 
臨時地方道路整備事業債の償還終了に伴う公債費の減（▲0.2億

円） 

3 多可町 16.8 16.5 0.3 デジタル防災行政無線整備に係る公債費の増（＋0.5億円） 

   ※ 実質公債費比率は３年平均であるため、「主な増減理由」はH29年度とH26年度の増減比較で記載 
 
  ④ 将来負担比率 

   ○ 早期健全化基準（350％以上）の超過団体はなし 

   ○ 18団体で低下、14団体で上昇（変動なし９団体） 

・ 繰上償還の実施等による地方債現在高の減等により、18団体で数値が低下した。 

・ 一方、小学校や総合体育館等の整備事業の実施に伴う地方債現在高の増や公営企業債等繰入

見込額の増等により、14団体で数値が上昇した。 

○ 最高：上郡町（203.8％）、最低：播磨町（▲123.5％） 
 
   将来負担比率の高い団体の状況                      （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金不足比率･･･【 別紙２ 】 

   ○ 経営健全化基準（20％以上）の超過団体はなし。 

   ○ 資金不足が生じている事業数は、昨年度より１事業増の６事業（病院５、交通１）となった。 

 団体名 
29年度 

Ａ 

28年度 

Ｂ 

増減 

Ａ－Ｂ 
主な増減理由 

1 上郡町 203.8 218.0 ▲14.2 
下水道事業債償還財源への充当繰入見込額の減（▲4.8億

円） 

2 淡路市 191.6 200.1 ▲8.5 繰上償還の実施等に伴う地方債現在高の減（▲10.3億円） 

3 篠山市 187.2 191.0 ▲3.8 
旧合併特例事業債等の一部償還に伴う地方債現在高の

減（▲15.9億円） 

 
＜問い合わせ先＞ 
兵庫県企画県民部企画財政局市町振興課財政班 TEL：078-362-3096 

以下の健全化判断比率は、29年度決算に基づく各市町の算定

結果を速報値としてとりまとめたものであり、今後、変動す

る場合があります。 



【参考】平成29年度決算主要指標（普通会計）　市町別一覧表
（単位：百万円、％）

（臨時財政対策債
発行可能額含む）

1 神 戸 市 834,311 10.3 825,440 10.9 2,658 1,736 55,145 ▲ 11.6 12,898 1,089,328 ▲ 0.5 99.4 1.5 437,141
2 姫 路 市 214,372 ▲ 0.4 206,815 ▲ 0.6 5,740 529 53,256 ▲ 0.7 14,297 198,810 1.1 86.1 0.0 119,813
3 尼 崎 市 198,150 ▲ 2.4 197,732 ▲ 2.3 184 ▲ 1,335 22,643 6.2 6,151 251,449 ▲ 2.4 99.4 2.1 98,573
4 明 石 市 103,228 ▲ 4.7 102,213 ▲ 4.2 931 ▲ 205 11,828 0.2 6,351 119,566 1.9 94.2 0.3 56,952
5 西 宮 市 171,624 1.4 168,677 1.4 2,447 1,220 30,964 6.5 21,267 141,795 ▲ 1.9 96.3 0.4 97,142
6 洲 本 市 24,147 ▲ 10.5 23,682 ▲ 10.6 353 ▲ 608 5,422 ▲ 8.0 3,141 34,290 ▲ 5.1 93.9 0.3 12,917
7 芦 屋 市 46,758 3.4 45,888 4.1 428 ▲ 1,981 12,610 ▲ 16.6 6,844 53,008 ▲ 3.5 112.6 13.4 22,967
8 伊 丹 市 72,053 0.4 70,480 0.8 754 95 14,760 10.6 7,611 60,647 ▲ 2.8 94.4 0.5 40,550
9 相 生 市 13,227 ▲ 4.0 12,838 ▲ 3.9 373 ▲ 225 3,058 ▲ 4.5 1,837 14,866 ▲ 2.4 98.8 0.1 8,134

10 豊 岡 市 54,576 8.9 53,482 9.6 870 ▲ 6,547 20,977 1.6 5,653 57,012 ▲ 4.9 91.3 1.7 28,330
11 加 古 川 市 81,891 ▲ 6.8 81,386 ▲ 6.7 312 212 20,598 5.1 6,394 72,179 ▲ 0.5 93.8 1.8 48,406
12 赤 穂 市 20,602 ▲ 2.3 20,459 ▲ 2.2 143 30 4,421 1.1 2,403 30,392 0.6 90.2 0.0 12,349
13 西 脇 市 19,683 ▲ 2.7 19,337 ▲ 1.5 260 ▲ 239 10,425 3.5 5,521 20,162 2.7 89.1 ▲ 0.4 11,700
14 宝 塚 市 77,345 1.5 76,359 1.3 563 350 9,503 2.0 5,333 72,120 ▲ 0.0 95.7 ▲ 1.2 43,725
15 三 木 市 32,396 3.4 32,183 3.9 102 65 6,456 0.6 2,688 38,952 3.3 91.2 0.5 18,551
16 高 砂 市 35,616 4.7 34,824 4.0 598 412 4,985 7.0 2,278 33,873 2.5 91.8 ▲ 3.1 20,322
17 川 西 市 58,446 9.5 58,093 9.7 320 44 3,407 7.4 1,202 67,697 9.7 97.7 ▲ 0.8 30,410
18 小 野 市 20,541 5.4 20,008 5.8 273 52 9,024 0.2 4,482 18,522 1.5 90.8 1.4 11,413
19 三 田 市 36,959 ▲ 6.1 36,430 ▲ 6.4 409 ▲ 332 6,513 ▲ 7.0 2,806 36,295 ▲ 3.1 96.0 ▲ 2.2 22,864
20 加 西 市 19,684 ▲ 3.0 19,594 ▲ 3.1 55 39 3,093 0.5 1,654 19,742 2.0 92.5 ▲ 1.9 11,555
21 篠 山 市 22,694 ▲ 3.1 22,030 ▲ 3.3 488 ▲ 823 5,777 ▲ 10.1 1,847 19,071 ▲ 7.7 99.2 1.6 13,787
22 養 父 市 21,939 15.4 21,224 16.4 658 ▲ 2,752 13,154 4.4 2,575 16,625 ▲ 8.1 88.1 1.4 12,082
23 丹 波 市 37,217 ▲ 9.9 35,088 ▲ 9.2 1,241 ▲ 24 14,514 1.9 5,115 35,483 ▲ 2.3 87.9 ▲ 0.1 21,295
24 南 あ わ じ 市 27,505 ▲ 3.1 27,035 ▲ 3.4 359 607 11,488 1.0 2,779 35,059 ▲ 2.1 91.4 1.1 16,348
25 朝 来 市 21,862 ▲ 10.3 21,216 ▲ 9.1 569 436 9,434 3.1 4,716 26,823 ▲ 7.7 88.8 1.3 12,912
26 淡 路 市 29,748 ▲ 2.3 29,294 ▲ 1.6 410 1,188 12,503 9.6 2,680 43,855 ▲ 2.3 89.3 1.0 17,467
27 宍 粟 市 24,421 ▲ 0.1 23,900 0.2 448 347 7,843 ▲ 0.1 3,103 30,258 0.8 91.2 ▲ 1.3 14,888
28 加 東 市 20,517 3.1 20,051 3.1 406 ▲ 309 13,544 3.9 6,125 21,873 6.9 87.6 2.1 12,087
29 た つ の 市 34,707 ▲ 5.8 33,936 ▲ 5.5 653 311 19,166 5.4 8,449 38,604 ▲ 0.4 86.8 ▲ 0.8 21,256
30 猪 名 川 町 10,212 ▲ 2.9 9,920 ▲ 3.1 232 ▲ 284 4,707 ▲ 8.6 2,139 7,646 ▲ 1.1 89.9 1.1 6,638
31 多 可 町 12,467 3.5 12,424 5.0 17 ▲ 372 6,728 ▲ 2.9 3,070 14,936 ▲ 2.5 95.7 1.6 7,632
32 稲 美 町 11,595 0.8 10,890 0.5 674 406 5,517 4.5 3,533 9,247 3.9 83.7 0.1 6,624
33 播 磨 町 12,239 6.5 11,396 7.8 691 ▲ 394 7,017 7.6 4,261 8,565 4.1 90.3 ▲ 6.2 6,697
34 市 川 町 6,307 6.2 6,196 5.7 86 ▲ 129 1,453 ▲ 4.2 829 5,496 4.4 86.7 3.1 3,729
35 福 崎 町 8,460 ▲ 4.0 8,188 ▲ 5.6 215 104 1,716 ▲ 0.1 1,351 11,260 0.6 85.1 0.2 5,265
36 神 河 町 10,122 15.4 9,822 15.0 253 ▲ 195 4,047 ▲ 3.2 1,741 11,998 10.0 93.3 0.9 5,050
37 太 子 町 11,499 ▲ 2.2 11,173 ▲ 2.8 132 ▲ 300 2,852 ▲ 4.8 1,924 11,093 ▲ 0.6 88.6 0.8 6,930
38 上 郡 町 7,563 3.9 7,461 3.3 94 74 912 ▲ 1.5 614 9,680 ▲ 1.4 96.7 1.0 4,859
39 佐 用 町 12,428 ▲ 5.8 12,337 ▲ 6.0 68 1,161 9,632 1.3 2,701 13,575 ▲ 7.2 81.8 5.5 8,458
40 香 美 町 14,367 ▲ 1.1 13,944 ▲ 1.4 309 ▲ 85 6,106 7.5 3,367 19,796 0.5 87.0 2.5 8,397
41 新 温 泉 町 10,948 ▲ 0.2 10,799 3.7 25 ▲ 653 3,330 13.8 2,218 13,762 0.4 83.8 ▲ 0.2 6,272

市計(神戸市含) 2,376,218 2.8 2,339,693 3.1 23,002 ▲ 7,708 416,510 ▲ 0.2 158,200 2,698,356 ▲ 0.6 95.5 1.2 1,295,937
合 市計(神戸市除) 1,541,907 ▲ 0.9 1,514,253 ▲ 0.7 20,344 ▲ 9,444 361,366 1.8 145,302 1,609,029 ▲ 0.7 93.5 0.8 858,796

町 計 128,207 1.1 124,548 1.3 2,797 ▲ 666 54,016 1.3 27,749 137,053 0.4 88.3 1.0 76,549
計 県計(神戸市含) 2,504,425 2.7 2,464,241 3.0 25,799 ▲ 8,374 470,526 ▲ 0.0 185,950 2,835,409 ▲ 0.6 95.1 1.2 1,372,487

県計(神戸市除) 1,670,113 ▲ 0.7 1,638,801 ▲ 0.5 23,141 ▲ 10,110 415,381 1.7 173,052 1,746,082 ▲ 0.6 93.1 0.8 935,346

団　体　名 歳入総額 歳出総額 実質収支
実質単年
度収支

基金残高
地方債
現在高

経常収支比率
標準財政規模

増減率 増減率 増減率
 うち
 財政調整基金

増減率 増減



【参考】平成29年度決算主要指標（普通会計）　市町別一覧表
（単位：％）

増減 増減 増減 増減

神 戸 市 6.6 ▲ 0.8 78.8 ▲ 1.2 98.1 0.2 97.3 0.4 98.4 0.3 99.0 0.1 82.7 0.7 101.0 0.2
姫 路 市 4.2 ▲ 0.5 3.7 3.0 96.3 0.3 95.4 0.5 95.9 0.4 98.7 0.1 84.2 1.3 101.5 ▲ 0.1
尼 崎 市 13.5 ▲ 0.4 102.6 ▲ 9.7 95.5 0.7 92.7 0.7 96.2 0.9 97.9 0.2 81.4 1.0 98.9 ▲ 0.7
明 石 市 2.9 ▲ 0.5 41.5 ▲ 7.8 95.3 0.4 95.7 0.6 94.3 0.7 98.9 0.3 85.8 0.9 100.8 ▲ 0.6
西 宮 市 3.2 ▲ 0.7 18.9 ▲ 10.2 96.9 0.3 98.2 0.4 96.6 0.3 99.3 0.1 82.6 1.0 101.3 ▲ 0.1
洲 本 市 14.9 1.1 128.4 1.9 94.3 0.8 95.0 ▲ 0.2 92.6 1.5 98.3 ▲ 0.5 77.9 1.5 99.1 ▲ 2.7
芦 屋 市 8.3 4.9 90.4 ▲ 5.6 96.3 0.1 94.6 0.2 98.4 0.2 99.5 0.1 80.9 1.0 102.5 ▲ 0.1
伊 丹 市 7.1 ▲ 1.4 － (▲7.3) －(▲12.2) 98.0 0.3 96.8 0.5 98.6 0.1 99.0 0.0 83.3 1.5 100.5 ▲ 1.0
相 生 市 14.3 ▲ 0.1 116.7 ▲ 21.0 97.3 ▲ 0.1 95.8 ▲ 0.3 97.9 0.1 98.7 ▲ 0.4 82.3 1.0 99.5 1.1
豊 岡 市 11.9 0.1 89.4 ▲ 13.2 93.7 0.3 94.4 0.6 92.0 0.1 98.7 0.1 80.6 1.6 95.6 0.1
加 古 川 市 3.7 ▲ 0.6 －(▲38.1) －(▲5.2) 95.8 0.4 95.8 0.3 95.2 0.6 99.1 0.1 84.2 0.1 101.3 0.1
赤 穂 市 9.4 0.0 136.4 6.5 94.8 0.3 95.0 0.6 94.1 0.4 99.1 0.1 85.6 2.1 96.8 0.6
西 脇 市 8.7 0.3 15.1 5.0 95.1 0.9 94.8 0.8 94.5 1.4 99.1 0.1 73.5 1.8 99.3 0.3
宝 塚 市 4.1 ▲ 0.3 30.2 ▲ 0.6 94.7 1.4 95.1 0.5 94.1 0.9 99.0 0.1 80.8 3.4 98.8 ▲ 0.2
三 木 市 3.8 ▲ 1.1 45.0 0.3 96.0 1.5 95.2 0.6 95.7 2.4 98.8 0.1 83.3 1.6 100.0 0.4
高 砂 市 10.0 ▲ 1.1 75.1 3.2 95.3 0.6 94.6 0.9 95.1 0.4 99.0 0.3 84.9 0.7 99.7 0.2
川 西 市 11.4 ▲ 0.4 106.3 6.6 96.1 4.1 97.5 0.3 94.3 7.6 99.1 0.0 81.7 0.7 100.8 ▲ 1.3
小 野 市 3.9 ▲ 0.4 －(▲39.1) －(▲2.7) 96.5 0.4 95.2 0.3 96.7 0.5 98.8 0.1 83.2 1.2 99.8 ▲ 1.1
三 田 市 7.9 ▲ 0.4 2.7 ▲ 3.9 96.5 0.3 97.3 0.2 95.3 0.5 99.3 ▲ 0.1 84.0 1.6 98.9 ▲ 1.5
加 西 市 8.0 ▲ 1.3 76.9 8.3 94.9 0.1 94.9 0.3 94.0 0.0 98.8 ▲ 0.1 80.6 2.2 98.9 ▲ 0.2
篠 山 市 19.1 ▲ 0.1 187.2 ▲ 3.8 94.5 0.1 95.5 0.9 92.4 ▲ 0.1 98.9 0.1 77.7 2.1 98.9 ▲ 0.5
養 父 市 7.2 ▲ 1.7 －(▲35.9) －(▲20.5) 93.9 1.0 95.9 0.0 91.4 1.8 98.7 ▲ 0.7 82.1 2.8 95.7 0.3
丹 波 市 6.3 ▲ 0.1 16.8 0.9 95.4 0.3 97.1 0.3 93.4 0.4 99.1 0.0 75.8 2.6 96.6 0.2
南 あ わ じ 市 14.3 ▲ 0.1 135.6 ▲ 5.6 90.6 0.5 92.2 0.7 87.9 0.4 98.5 ▲ 0.1 73.6 1.5 98.0 0.6
朝 来 市 10.0 0.5 33.8 ▲ 6.1 94.0 ▲ 0.0 94.0 0.2 93.2 ▲ 0.2 98.6 0.1 80.3 1.7 97.5 0.5
淡 路 市 15.5 ▲ 1.2 191.6 ▲ 8.5 92.3 0.9 91.9 1.1 90.9 0.9 98.1 0.5 71.9 1.9 98.7 0.3
宍 粟 市 13.4 ▲ 1.1 111.1 0.5 92.4 0.3 94.1 0.5 90.1 0.5 98.6 0.0 87.0 1.8 97.7 0.3
加 東 市 4.7 ▲ 0.4 －(▲85.8) － (9.7) 96.2 0.8 95.3 0.5 96.1 1.0 98.9 0.2 78.0 0.6 99.1 ▲ 0.2
た つ の 市 12.4 ▲ 0.5 24.3 ▲ 13.7 93.7 1.1 94.9 1.1 91.5 1.3 98.9 0.1 81.8 2.6 98.3 ▲ 0.3
猪 名 川 町 1.5 0.4 －(▲91.9) － (10.0) 93.4 0.2 96.1 0.1 89.5 0.3 99.2 0.0 81.7 1.1 100.9 ▲ 0.2
多 可 町 16.8 0.3 37.6 7.7 96.5 0.7 96.5 0.6 95.9 0.8 99.3 0.0 74.6 2.8 98.7 0.0
稲 美 町 4.9 ▲ 0.9 －(▲27.7)  －(▲6.9) 94.6 0.6 93.1 0.4 94.0 0.8 98.8 0.1 83.6 1.9 97.3 ▲ 0.6
播 磨 町 ▲ 0.3 ▲ 0.7 －(▲123.5) －(▲2.9) 96.1 0.5 94.3 0.7 96.5 0.5 98.7 0.0 84.3 0.9 99.4 0.8
市 川 町 10.9 ▲ 0.4 73.8 9.4 92.8 ▲ 0.2 94.8 ▲ 0.2 90.4 ▲ 0.3 98.9 ▲ 0.1 81.3 2.3 97.4 ▲ 0.4
福 崎 町 11.5 ▲ 0.5 137.6 ▲ 6.0 96.3 0.7 95.4 1.0 96.0 0.8 98.9 0.0 82.3 2.8 99.2 ▲ 0.3
神 河 町 16.0 0.3 44.2 9.5 95.2 ▲ 0.4 94.0 ▲ 0.4 95.3 ▲ 0.5 98.5 ▲ 0.4 82.3 0.8 97.8 0.2
太 子 町 10.2 0.3 93.9 0.6 95.3 1.6 94.7 1.8 95.0 1.5 98.6 ▲ 0.1 83.5 2.1 98.0 ▲ 0.2
上 郡 町 18.5 ▲ 0.2 203.8 ▲ 14.2 96.1 0.4 96.3 0.4 96.0 0.4 99.0 ▲ 0.1 85.6 1.6 97.6 ▲ 0.1
佐 用 町 6.6 ▲ 1.0 －(▲44.2)  －(▲15.9) 94.4 0.9 96.8 0.4 92.6 1.2 99.2 0.2 81.5 2.0 97.1 0.0
香 美 町 9.2 ▲ 0.8 91.6 ▲ 6.4 93.5 0.2 96.6 0.4 90.3 0.1 99.2 0.0 73.0 2.9 94.7 ▲ 0.3
新 温 泉 町 10.8 ▲ 1.0 76.8 ▲ 17.6 92.8 ▲ 0.5 95.9 0.0 88.9 ▲ 1.1 99.1 0.1 77.3 0.9 96.2 0.3
市計(神戸市含) 7.3 ▲ 0.5 56.4 ▲ 2.2 96.5 0.5 96.1 0.4 96.2 0.7 98.9 0.1 82.5 1.2 - -
市計(神戸市除) 7.7 ▲ 0.3 44.6 ▲ 4.5 95.8 0.6 95.7 0.5 95.3 0.8 98.9 0.1 82.4 1.3 99.6 ▲ 0.3
町 計 9.2 ▲ 0.5 29.7 ▲ 3.2 95.0 0.5 95.2 0.7 94.0 0.5 98.9 0.0 81.4 1.9 97.7 ▲ 0.1
県計(神戸市含) 7.4 ▲ 0.5 54.9 ▲ 2.3 96.5 0.6 96.1 0.4 96.1 0.7 98.9 0.1 82.4 1.2 - -
県計(神戸市除) 7.8 ▲ 0.4 43.5 ▲ 4.3 95.8 0.7 95.6 0.4 95.2 0.8 98.9 0.1 82.3 1.3 99.5 ▲ 0.2

実質公債費
比率

将来負担比率

徴収率

増減率 増減
全税目（現繰計） 特別徴収

実施率

ラスパイレス
指数

(29.4.1)

個人住民税（現繰計） 固定資産税（現繰計） 個人住民税（現年）
増減 増減



【別紙１】県内市町の健全化判断比率一覧

（単位：％）

実質公債費比率

順位 順位

－ 11.25 － 16.25 6.6 13 ▲ 0.8 78.8 26 ▲ 1.2

－ 11.25 － 16.25 4.2 9 ▲ 0.5 3.7 11 3.0

－ 11.25 － 16.25 13.5 33 ▲ 0.4 102.6 31 ▲ 9.7

－ 11.25 － 16.25 2.9 3 ▲ 0.5 41.5 19 ▲ 7.8

－ 11.25 － 16.25 3.2 4 ▲ 0.7 18.9 14 ▲ 10.2

－ 12.96 － 17.96 14.9 36 1.1 128.4 35 1.9

－ 12.23 － 17.23 8.3 19 4.9 90.4 28 ▲ 5.6

－ 11.44 － 16.44 7.1 15 ▲ 1.4
－

 （▲7.3）
1

－
（▲12.2）

－ 13.72 － 18.72 14.3 34 ▲ 0.1 116.7 34 ▲ 21.0

－ 11.89 － 16.89 11.9 30 0.1 89.4 27 ▲ 13.2

－ 11.28 － 16.28 3.7 5 ▲ 0.6
－

（▲38.1）
1

－
（▲5.2）

－ 13.02 － 18.02 9.4 22 0.0 136.4 37 6.5

－ 13.09 － 18.09 8.7 20 0.3 15.1 12 5.0

－ 11.37 － 16.37 4.1 8 ▲ 0.3 30.2 16 ▲ 0.6

－ 12.57 － 17.57 3.8 6 ▲ 1.1 45.0 21 0.3

－ 12.47 － 17.47 10.0 23 ▲ 1.1 75.1 23 3.2

－ 11.79 － 16.79 11.4 28 ▲ 0.4 106.3 32 6.6

－ 13.13 － 18.13 3.9 7 ▲ 0.4
－

（▲39.1）
1

－
（▲2.7）

－ 12.24 － 17.24 7.9 17 ▲ 0.4 2.7 10 ▲ 3.9

－ 13.11 － 18.11 8.0 18 ▲ 1.3 76.9 25 8.3

－ 12.88 － 17.88 19.1 41 ▲ 0.1 187.2 39 ▲ 3.8

－ 13.05 － 18.05 7.2 16 ▲ 1.7
－

（▲35.9）
1

           －
(▲20.5)

－ 12.37 － 17.37 6.3 12 ▲ 0.1 16.8 13 0.9

－ 12.69 － 17.69 14.3 34 ▲ 0.1 135.6 36 ▲ 5.6

－ 12.96 － 17.96 10.0 23 0.5 33.8 17 ▲ 6.1

－ 12.62 － 17.62 15.5 37 ▲ 1.2 191.6 40 ▲ 8.5

－ 12.79 － 17.79 13.4 32 ▲ 1.1 111.1 33 0.5

－ 13.05 － 18.05 4.7 10 ▲ 0.4
－

（▲85.8）
1

－
(9.7)

－ 12.38 － 17.38 12.4 31 ▲ 0.5 24.3 15 ▲ 13.7

－ 14.18 － 19.18 1.5 2 0.4
－

（▲91.9）
1

           －
(10.0)

－ 13.85 － 18.85 16.8 39 0.3 37.6 18 7.7

－ 14.18 － 19.18 4.9 11 ▲ 0.9
－

（▲27.7）
1

－
（▲6.9）

－ 14.16 － 19.16 ▲ 0.3 1 ▲ 0.7
－

（▲123.5）
1

－
（▲2.9）

－ 15.00 － 20.00 10.9 27 ▲ 0.4 73.8 22 9.4

－ 14.83 － 19.83 11.5 29 ▲ 0.5 137.6 38 ▲ 6.0

－ 14.97 － 19.97 16.0 38 0.3 44.2 20 9.5

－ 14.07 － 19.07 10.2 25 0.3 93.9 30 0.6

－ 15.00 － 20.00 18.5 40 ▲ 0.2 203.8 41 ▲ 14.2

－ 13.64 － 18.64 6.6 13 ▲ 1.0
－

（▲44.2）
1

－
（▲15.9）

－ 13.65 － 18.65 9.2 21 ▲ 0.8 91.6 29 ▲ 6.4

－ 14.32 － 19.32 10.8 26 ▲ 1.0 76.8 24 ▲ 17.6

－ － 7.3 ▲ 0.5 56.4 ▲ 2.2

－ － 7.7 ▲ 0.3 44.6 ▲ 4.5

－ － 9.2 ▲ 0.5 29.7 ▲ 3.2

－ － 7.4 ▲ 0.5 54.9 ▲ 2.3

－ － 7.8 ▲ 0.4 43.5 ▲ 4.3

注１ 実質赤字比率、連結実質赤字比率について、赤字が生じない団体は「－」で表示。
注２ 将来負担比率について、公債費充当可能財源等が将来負担額を上回るため比率が算定されない団体は、「－」で表示。

（下段括弧書きで、公債費充当可能財源等の超過率を参考表示。）
注３ 順位は、比率の低い順。
注４ 平均は、加重平均による。

姫路市

明石市

芦屋市

神戸市

将来負担比率実質赤字比率

（参考）
早期健全
化基準

（参考）
早期健全
化基準

連結実質赤字比率

対前年度
増減率

(▲は改善)

対前年度
増減率

(▲は改善)

市町名

尼崎市

西宮市

たつの市

神河町

市川町

稲美町

太子町

福崎町

相生市

豊岡市

洲本市

伊丹市

川西市

加古川市

宝塚市

西脇市

赤穂市

淡路市

南あわじ市

丹波市

高砂市

三木市

三田市

小野市

朝来市

養父市

篠山市

加西市

宍粟市

18団体で改善、14団体で悪化

町平均

31団体で改善、9団体で悪化

県平均(神戸市除)

播磨町

市平均(神戸市除)

加東市

猪名川町

多可町

市平均

県平均

新温泉町

香美町

佐用町

上郡町

確定値



資金不足額
（百万円）

資金不足
比率
（％）

資金不足額
（百万円）

資金不足
比率
（％）

西宮市
379

(228)
8.2

(4.9)
23 0.5

病床利用率の向上や、医療機器設備
の更新による医療水準の向上で、医
業収益は増加したものの、医業費用
の増加等により、資金不足比率が悪
化

宝塚市
1,307
(910)

12.3
(8.6)

727 6.9
医師の退職による医業収益の減少、
他会計からの長期借入金の償還等に
より、資金不足比率が悪化

川西市
789

(582)
16.9

(12.5)
669 14.0

一般会計からの繰出金の増加によ
り、引当金計上の影響を除いた資金
不足比率は改善

加西市
191

(▲5)
4.1

(▲0.1)
▲10 ▲0.2

医師の退職等による医業収益の減少
により、資金不足比率が悪化

たつの市
68

(▲9)
4.2

(▲0.5)
115 8.2

病床利用率の向上による医業収益の
増加により、資金不足比率が改善

交通
  自動車
  運送

神戸市
1,715

(1,470)
16.8

(14.4)
1,608 15.7

費用削減により、引当金計上の影響
を除いた資金不足比率は改善

※ 29年度決算より、資金不足比率の算定にあたり、引当金の算入が義務化されたことに伴い、そ
の影響を除いた数値を（　　　）書きしている。

病院

　【別紙２】県内市町の資金不足比率の状況 　

事業 団体

29年度 28年度

備考



■　用語集

　１　財政収支の均衡をみる指標

項　　目 算　　定　　式 説　　　　　明

形式収支 歳入決算額－歳出決算額 　現金主義の建前に立って、当該年度中に収入され
た現金（前年度からの繰越金を含む。）と支出され
た現金との差額を示した指標

実質収支 形式収支－翌年度に繰り越すべき財源 　発生主義の要素を加味して、当該年度に属すべき
収入と支出との実質的な差額、いわば地方公共団体
の純剰余又は純損失を示した指標

単年度収支 当該年度実質収支－前年度実質収支 　前年度の実質収支を除外した当該年度のみの実質
的な収入と支出との差額を示した指標

実質単年度収支 単年度収支＋財政調整基金積立額＋起債繰上償還額
　　　　（任意に行ったもの）－財政調整基金取崩額

　単年度収支から、実質的な黒字要素（基金積立、
繰上償還）及び赤字要素（基金取崩）を考慮した実
質的な単年度収支を示した指標

　２　財政構造の弾力性をみる指標

項　　目 算　　定　　式 説　　　　　明

経常収支比率 　 経常経費充当一般財源

　　  経常一般財源等

　経常経費：人件費、扶助費、公債費等

　経常一般財源：地方税、普通交付税、

　　　　　　　　地方譲与税　等

※　Ｈ１３以降においては、経常一般財源に、減税補 ※　公営企業会計における「経常収支比率」と

　填債及び臨時財政対策債の発行額を加えて算出する 　は定義が異なる。

　（Ｈ１９以降減税補填債に替えて減収補填債特例分

　を加えて算出）。

標準財政規模

　３　その他

項　　目

普通会計

一般会計

臨時財政対策債 　地方財政対策において、地方財源の不足に対処するため、従来の交付税特別会計借入金による方式に
代えて、平成１３年度より地方財政法第５条の特例となる地方債として発行されるもの。

　　　　　　　　　健医療事業、収益事業（競馬、競艇、宝くじなど）、農業共済事業など独立採算を

　　　　　　　会計。

　　　　　　　　　　　地方揮発油譲与税　　　　　　　　　　 　地方揮発油譲与税

　基準財政収入額　－　自動車重量譲与税　　　 　×　　　 ＋　 自動車重量譲与税　 ＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額

　経常的経費に経常一般財源がどの程度充てられて
いるかを示した比率で、比率が小さいほど、臨時の
財政需要に充当できる経常一般財源（経常余剰財
源）が大きくなり、財政構造が弾力的であるといえ
る。

説　　　　　　　　　　　　　　　　明

　個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっている等のため、財政比較や統一的な掌握が困難で

　地方公共団体の一般財源の標準的規模を示したもので、通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般

　　　　　　　　　　　特別とん譲与税　　　　　　　　　　　　 特別とん譲与税

                      交通安全対策特別交付金           　　       交通安全対策特別交付金

財源の総量

※　特別会計…　一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理するための

　　　　　　　　特定の事業を行う場合その他特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と

　　　　　　　　　原則とする事業の会計

　地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅して計上した会計で、地方公共団体の会計の中心をな
すもの。特別会計で計上される以外のすべての経費を一般会計で処理しなければならない。

算入される。
　なお、臨時財政対策債（又は臨時財政対策債発行可能額）は、通常の地方債とは異なり、各指標（経

　　　　　　　区分して経理する必要がある場合において、条例で設置することができる。（地方自治

　　　　　　　法第２０９条第２項）

常収支比率、実質公債費比率等）の算定において一般財源として取り扱う。

　この臨時財政対策債の元利償還金は、翌年度以降の地方交付税の算定において基準財政需要額に全額

※　公営事業会計…　公営企業（水道、病院、交通など）、国民健康保険事業、介護保険事業、老人保

　　　　　　　　　　　航空機燃料譲与税　　　　　　　　　　 　航空機燃料譲与税               

　　　　　　　　　　　石油ガス譲与税　　　　　　　　　　　　 石油ガス譲与税

ある。このため地方財政統計上統一的に用いられている会計区分。

　一般会計と、特別会計のうち公営事業会計に属するもの以外の会計を合算した会計区分をいう。

市町村民税所得割における税
源移譲相当額の25％

×１００

100
75

地方消費税交付金に係る

引き上げ分の２５％



《地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要》 

  

○ 基 準 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」では、全団体が、（１）実質赤字比率、

（２）連結実質赤字比率、（３）実質公債費比率、（４）将来負担比率の４つの健全化判

断比率を算定・公表することとされ、その１つでも別表１「早期健全化基準（α値）」、

「財政再生基準（β値）」を上回った場合は、それぞれ「財政健全化計画」、「財政再生計

画」の策定が義務付けられ、早期に財政状況を是正することが求められる。 

また、公営企業についても、資金不足比率を算定・公表することとされ、その比率が

別表２「経営健全化基準（γ値）」を上回った公営企業は、「経営健全化計画」の策定が

義務付けられる。               
健全化判断比率等は、平成 19 年度決算から算定・公表され、平成 20 年度決算から基準

以上となった団体に対する計画策定の義務付けが適用される。                 
（別表１） 

 
早期健全化基準（α値） 財政再生基準（β値） 

市町村 (参考)都道府県 市町村 (参考)都道府県 

実質赤字比率 標準財政規模に応じて 

11.25～15.0％ 
3.75％ 20.0％ 5.0％ 

連結実質赤字比率 標準財政規模に応じて 

16.25～20.0％ 
8.75％ 

30.0％ 

20、21 年度は 40.0％ 
22 年度は 35.0％ 

15.0％ 

20、21 年度は 25.0％ 
22 年度は 20.0％ 

実質公債費比率 25.0％ 25.0％ 35.0％ 35.0％ 

将来負担比率 350.0％ 400.0％ ― ― 
           
（別表２） 

 経営健全化基準（γ値） 

資金不足比率 20.0％ 

 
 

○ 各指標の算式 

    

 

 
・一般会計等の実質赤字額： 
一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

・実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋ （支払繰延額＋事業繰越額） 

      
 

 

 
・実質連結赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質
赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

    ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 
    ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 
    ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

   

         一般会計等の実質赤字額 

            標準財政規模 
実質赤字比率＝ 

           連結実質赤字額 

            標準財政規模 
連結実質赤字比率＝ 

(都道府県 
・政令市) 



 

 

 

 

・準元利償還金：イからホまでの合計額 

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における

１年当たりの元金償還金相当額 

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充て

たと認められるもの 

ハ 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められ

るもの 

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子 

      
 

 

 

 

・将来負担額：イからヌまでの合計額 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 
ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 
ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 
ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

    ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 
ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経

営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 
ト 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した

一般会計等の負担見込額 
チ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内

に償還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った
貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込
額 

    リ 連結実質赤字額 
    ヌ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

・充当可能基金額：イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第 241 条の基金 
 
 
 

 

     
資本の不足額：一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額。 

なお、施設の耐用年数と企業債償還年限の違いから発生する赤字等については、資金の
不足額から一定控除されることとなっています。 

事業の規模 ：料金収入など主たる経営活動から生じる収益等に相当する額。 
 

 

          （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

          将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る 

       基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元金償還金・準元金償還金に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担比率＝ 

          資金不足の額 

           事業の規模 
資金不足比率＝ 


